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１　航空事故調査の経過

１．１　航空事故の概要

全日本空輸株式会社所属ボーイング式７３７－２００型ＪＡ８４５５は、昭和６３ 

年５月３０日１１時３８分ごろ、訓練飛行のため下地島空港の滑走路１７を離陸する 

際、同滑走路を左へ逸走し、同空港のエプロン上に停止した。

同機には、操縦教員及び練習生２名、合計３名が搭乗していたが、死傷者はなかった。

同機は中破し、左翼より燃料が漏えいしたが、火災は発生しなかった。

１．２　航空事故調査の概要

1.2.1　事故の通知及び調査組織

航空事故調査委員会は、昭和６３年５月３０日、運輸大臣から事故発生の通報を 

受け、当該事故の調査を担当する主管調査官及び４名の調査官を指名した。

当該事故に関し専門事項の調査のため、次の専門委員が任命された。

機体運動の解析



東京大学先端科学技術研究センター助教授 河内啓二

気象関連事項についての解析

防衛大学校教授 中山章

1.2.2　調査の実施時期

昭和６３年５月３１日～６月３日 現場調査

昭和６３年６月３日～７月１４日 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置

の記録読取り

昭和６３年６月１５日～１９日 現地における機体の機能調査（一次）

昭和６３年６月２１日 レディヒュージョン式Ｂ７３７－２００

型第１種フェイズ２模擬飛行装置（以下

「シミュレータ」という。）を用いた調査

昭和６３年６月２７日～２９日 現地における機体の機能調査（二次）

昭和６３年６月２８日 訓練教育課程の規定等の調査

昭和６３年７月８日～８月８日 機体からとりおろした部品等の機能調査

昭和６３年７月１８日～２６日 エンジンの分解及び機能調査

1.2.3　原因関係者からの意見聴取 

意見聴取を行った。

２　認定した事実

２．１　飛行の経過

全日本空輸株式会社（以下「全日空」という。）乗員訓練センター所属の操縦教員 

（機長）、副操縦士昇格訓練中の練習生Ａ及び機長昇格訓練中の練習生Ｂは、昭和６３ 

年５月３０日、訓練飛行開始前約一時間前の午前１０時３０分ごろ、乗員訓練センタ 

ー下地島訓練所に到着し、当日の訓練についてブリーフィングを行った後、操縦教員 

及び練習生Ｂが機体の外部を、練習生Ａが操縦室を分担して飛行前点検を行った。そ 

の後、練習生Ａが左席に操縦教員が右席に、また、練習生Ｂがオブザーバ席に着席し、 

練習生Ａが操縦を行って訓練飛行に出発したが、離陸に当たっては、速度がＶ1（離陸 

決心速度）に達した後、一発動機模擬故障訓練を行うことが予定されていた。



同機は、訓練飛行中の全日空Ｂ７６７－２００型（ＪＡ８２５４）に続いて離陸す 

るため、同空港の滑走路１７の進入端に進入後、午前１１時３６分過ぎ、下地島飛行 

場管制所（以下「タワー」という。）から風向１００度、風速２０ノットとの情報を受 

けるとともに離陸許可を得た。

操縦教員と練習生Ａは、滑走路方位である磁方位１６９度に機首が向いていること 

をチェックし離陸滑走を開始したが、この時点で再度、一発動機模擬故障訓練を行う 

ことを確認している。

滑走中、操縦教員は横風に対し十分なあて舵をとるよう指導するために、自ら左エ 

ルロンをとる操作を行ったこととあわせて、「大分左からのクロスウインドが強いか 

らね。」と注意を喚起している。操縦教員は、エイティ、Ｖ－ワン及びローテイション 

を順次コールし、ローテイションのコールとともにＮｏ．１発動機（左舷）の出力をアイ 

ドルまで絞った。

以下、操縦教員及び練習生Ａの口述によると、

機体はローテイション後、左に機首を振ったが、これは横風がある状態では自然 

なことで、おかしいとは思わなかった。練習生Ａは自信をもって上昇しようとし 

たが、機体は左に機首を振り続け更に左にロールした。この時点で、操縦教員は 

「Ｉ　ＨＡＶＥ」、練習生Ａは「ＹＯＵ　ＨＡＶＥ」とコールして操縦を交替し、操 

縦教員は回復のための舵の操作を行うとともにＮｏ．１発動機の出力回復操作を行 

った。しかし、機体が反応せず接地したと体感したので、離陸上昇することを断 

念し、停止操作を行った

とのことである。

同機は滑走路面にタイヤの跡、左翼等の接触痕を残しながら左に逸脱、芝生地域を 

横切って、右に回頭しながら横滑りでエプロンを滑走し、エプロンの南端に機首方位 

２７２度で停止した。芝生にはタイヤ及び機体の跡、エプロンにはタイヤの横滑り跡 

が残された。

事故機が停止したのは、１１時３８分ごろであった。

なお、本事故の発生時、タッチ・アンド・ゴー訓練を行うためにロウ・サークリン 

グ進入中であった日本航空Ｂ７６７－３００型機（ＪＡ８２３６）の乗員は、タワーか 

らの指示に従い、ゴー・アラウンドした際、コンクリートのランプのタイヤ痕より青 

い煙が上がっているのを目撃している。

事故後、滑走路の点検を行うため、下地島空港は１２時０２分まで約２４分間閉鎖 

された。



（昭和６３年５月３１日撮影）

２．２　人の死亡、行方不明及び負傷 

なし

２．３　航空機の損壊に関する情報

2.3.1　損壊の程度



中破

2.3.2　航空機各部の損壊の状況

左主翼構造部材 破損及びこれに伴う燃料漏れ

左側エルロン　破損

Ｎｏ．１スラット　破損

油圧プレッシャ側パイプ　切損

Ｎｏ．１エンジン・カウリング　破損

Ｎｏ．１エンジン後部マウント・リング　破損 

左外側フラップ・トラック整形板　破損 

ノーズ・ホィール・ウエル内パネル　座屈

左側胴体外板　一部座屈 

右側胴体外板　一部座屈

２．４　航空機以外の物件の損壊に関する情報 

誘導路灯１基破損

２．５　乗組員に関する情報

操縦教員（機長） 男性 ４１歳

定期運送用操縦士技能証明書 第２１７７号 昭和５１年５月７日

限定事項

飛行機陸上単発 昭和４６年８月２５日

飛行機陸上多発 昭和４５年１１月６日

フォッカー式Ｆ－２７型 昭和４６年９月１１日

ボーイング式７２７型 昭和４８年７月１９日

ロッキード式Ｌ－１０１１型 昭和５０年１１月１３日

日本航空機製造式ＹＳ－１１型 昭和５１年５月７日

ボーイング式７３７型 昭和５８年１２月１日

第一種航空身体検査証明書 第１９９５１８７８号

有効期限 昭和６３年１０月２２日

総飛行時間 ８，６２５時間１２分

同型式機飛行時間 １，５８５時間３５分



同型式機教官飛行時間 ２９時間００分 

最近３０日間の飛行時間 ９時間１０分 

最近３０日間の同型式機教官飛行時間 ５時間５０分 

同型式機シミュレータ飛行時間 １５２時間１０分 

同型式機シミュレータ教官飛行時間 ９４時間４０分 

最近３０日間の同型式機シミュレータ飛行時間 ３０時間５０分 

最近３０日間の同型式機シミュレータ教官飛行時間 ３０時間５０分

練習生Ａ 男性 ２３歳

事業用操縦士技能証明書 第９８７０号 昭和６１年４月３０日

限定事項

飛行機陸上単発 昭和６０年４月１７日

飛行機陸上多発 昭和６１年４月３０日

第一種航空身体検査証明書 第１９９５１４３３号

有効期限 昭和６３年１０月４日

総飛行時間 ２５４時間２５分 

同型式機飛行時間 ４時間２５分 

最近３０日間の飛行時間 ４時間２５分 

同型式機シミュレータ飛行時間 ３４時間２０分 

最近３０日間の同型式機シミュレータ飛行時間 １８時間５０分

練習生Ｂ 男性 ４０歳

定期運送用操縦士技能証明書 第２６３８号 昭和５７年４月１６日

限定事項

飛行機陸上単発 昭和４７年８月４日

飛行機陸上多発 昭和４７年２月２３日 

日本航空機製造式ＹＳ－１１型 昭和４８年３月２４日 

ボーイング式７２７型 昭和４９年９月１９日 

ロッキード式Ｌ－１０１１型 昭和５５年１２月９日

第一種航空身体検査証明書 第１４１７０２０４号

有効期限 昭和６３年６月２５日

総飛行時間 ７，３７０時間５３分



同型式機飛行時間 １時間２５分

２．６　航空機に関する情報

2.6.1　航空機

型式 ボーイング式７３７－２００型

製造番号 ２１７６９

製造年月日 昭和５４年７月３日

耐空証明書 第大５４－１７４号

有効期間 昭和５４年８月８日から整備規程（全日空）

の適用を受けている期間

総飛行時間 １８，５３１時間３８分

総着陸回数 １７，７２０回

Ｄチェック（Ｃチェックを含む、昭和

63年2月10日～3月1日実施）後の飛行時間

５０４時間５５分

Ｂチェック（昭和63年5月12日実施）後の飛行時間

８１時間５５分

2.6.2　エンジン

Ｎｏ．１ Ｎｏ．２

型式 ＪＴ８Ｄ－１７ ＪＴ８Ｄ－１７

製造番号 Ｐ６８８１０９Ｂ Ｐ７０２６０７Ｂ

製造年月日 昭和５２年８月１７日 昭和５４年４月２８日

総使用時間 １８，２０３時間 １５，５６２時間

前回オーバホール 

後の使用時間 ４，７６９時間 ３，４０２時間

2.6.3　重量及び重心位置

事故当時、同機の重量は９３，６００ポンド、重心位置は６４９．０インチと推算 

され、いずれも許容範囲（最大離陸重量１１０，２００ポンド、事故当時の重量に対 

応する重心範囲６３２．３～６６７．７インチ）内にあったものと認められる。



2.6.3　燃料及び潤滑油

燃料は航空用燃料ＪＥＴ　Ａ－１、潤滑油はエッソ・ターボ・オイル２３８０で、 

いずれも規格品であった。

２．７　気象に関する情報

2.7.1　宮古島地方気象台が発表した当日の気象概況は、次のとおりであった。

先島の南海上には梅雨前線が停滞しており、一方バリンタン海峡の西には弱い熱 

帯低気圧があってほとんど停滞している。これらのため、宮古島地方は東よりの風 

がやや強く時々雨が降っており沿岸の海域は波が高くなっている。

弱い熱帯低気圧は今後東北東へゆっくり進む見込みで、 ここ２～３日は風が強ま

りぐづついた天気が続く。

付図１に当日０９時００分の地上天気図を、また、付図２に当日の０９時００分 

及び１２時００分のレーダー観測図を示した。

2.7.2　宮古島地方気象台下地島空港出張所における当日の気象観測値は次のとおり 

であった。

１１時００分

風向０９０度、風速２３ノット、視程２０キロメートル、少し前に雨が降った 

が現在はない、雲量４/８ 積雲 雲高２，０００フィート、雲量７/８ 高積雲 

雲高９，０００フィート、気温２５度Ｃ、露点温度２２度Ｃ、気圧１，００８ミ 

リバール

１１時３９分

風向１００度、風速２０ノット、視程２０キロメートル、雲量４/８ 積雲 雲高

１，５００フィート、雲量７/８ 高積雲 雲高９，０００フィート、気温２６度Ｃ、 

露点温度２２度Ｃ、気圧１，００８ミリバール

１２時００分

風向０９０度、風速２３ノット、視程２０キロメートル、雲量４/８ 積雲 雲高 

２，０００フィート、雲量７/８ 高積雲 雲高９，０００フィート、気温２６度Ｃ、 

露点温度２２度Ｃ、気圧１，００８ミリバール

付図３に当日の事故発生時刻前後の瞬間風向風速自記記録を示した。

２．８　通信に関する情報



ＪＡ８４５５は、タワーと交信しているが、航空交通管制交信記録及び操縦室用音 

声記録装置の記録によると、これらの交信は正常に行われていた。

２．９　飛行場及び地上施設に関する情報

下地島空港の滑走路（長さ３，０００メートル、幅６０メートル、方位１６９度－

３４９度）は、長さ３，０００メートル、幅４０メートルにわたってグルービングされ 

ている。

事故当日、１０時００分と１１時００分の間に降雨があった記録があるが、事故発 

生時、滑走路はやや濡れている程度の状態であったとのことであり、航空機の性能上、 

滑走路は「ドライ」の状態であったと認められる。

２．１０　飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置に関する情報

同機には、米国サンドストランド・データ・コントロール社製ＦＡ－５４２型飛行 

記録装置（以下「ＦＤＲ」という。）及び米国フェアチャイルド社製Ａ１００型操縦室 

用音声記録装置（以下「ＣＶＲ」という。）が搭載されており、いずれも損傷すること 

なく回収された。

ＦＤＲは、機体が地上にある場合は１１５Ｖ　ＡＣバス及びバッテリー・バスが励起 

されておれば、エンジンをスタートして油圧が３５ｐｓｉになるとプレッシャー・ス 

イッチが閉となり、作動する仕組みとなっている。

この仕組みにより、ＦＤＲには事故発生後エンジンが乗組員によりシャット・ダウ 

ンされるまでの指示対気速度、気圧高度、機首磁方位、垂直加速度等のパラメタが記 

録されていた。

付図４にＦＤＲ記録を示した。なお、時刻原点はＣＶＲ等記録の１１時３６分４１ 

秒に相当している。

ＣＶＲは、約３０分間の録音時間のエンドレス・テープ方式の録音装置で、機体の 

１１５Ｖ　ＡＣが励起されているときは、サーキット・ブレーカを抜かない限り常時作 

動する仕組みになっている。

事故後、燃料が左翼から漏えいしている状態であったので、乗員訓練センター下地 

島訓練所は、燃料を機体から抜きとる作業を行ったが、この間の１１５Ｖ　ＡＣが励起 

されている間もＣＶＲが作動し続けていたため、事故に関する部分は約４分１７秒間 

のみ記録されているにすぎなかった。

付録１にＣＶＲ等記録を示した。



２．１１　事実を認定するための試験及び研究

2.11.1　航空機各部の系統に関する調査

2.11.1.1　操縦装置系統

（１）ロール・コントロール系統

事故機には、ロール・コントロールのために、油圧で作動するエルロン及び 

フライト・スポイラが装備されている。

左翼のエルロンが、左翼の損傷のためにジャミングしている状況であったの 

で、左エルロン・リンケージを切り離して、ロール・コントロール系統の作動 

試験を実施したところ、正常に作動することが確認された。

左翼のエルロンについても、ヒンジの動きに拘束はなく、事故により左翼が 

破損するまで、エルロンは正常に作動していたものと推定される。

エルロンＰ．Ｃ．Ｕ．（パワー・コントロール・ユニット）について、部品単体 

の機能試験を実施したところ、正常であることが確認された。

（２）エレベータ系統

作動試験を実施したところ、正常に作動することが確認された。

エレベータＰ．Ｃ．Ｕ．について、部品単体の機能試験を実施したところ、正常 

であることが確認された。

（３）ラダー系統

作動試験を実施したところ、正常に作動することが確認された。

メイン・ラダーＰ．Ｃ．Ｕ．について、部品単体の機能試験を実施したところ、 

エクスターナル・サミング・レバー支点部分に摩耗による緩みがあることに起 

因する事項を除き、正常であることが確認された。

この緩みは、ヨー・ダンパー機能を低下させるものであると考えられるが、 

ラダー・ペダルによるヨー・コントロールに影響を与えるものではなかった。

（４）各トリム系統

エルロン・トリム、スタビライザー・トリム及びラダー・トリムの作動試験 

を実施したところ、すべて正常に作動することが確認された。

（５）スピード・ブレーキ系統

作動試験を実施したところ、正常であった。

離陸中止時に、リバース・スラスト・レバーをリバース・スラスト・ホジシ 

ョンにすると、すべてのスポイラーが自動的に展開する機能も正常であった。

（６）高揚力装置系統



事故時に損傷したＮｏ．１スラットをアクチュエータ部から切り離して、系統 

の作動試験を実施したところ、正常に作動することが確認された。

Ｎｏ．１スラットについても、事故発生時に左翼が破損するまで、正常に作動 

していたものと推定される。

2.11.1.2　飛行及び航法計器系統

（１）ピトー・スタティック、速度計、高度計及び昇降計系統

作動試験を実施したところ、正常であった。

速度計について、計器単体で機能試験を実施したところ、正常であることが 

確認された。

（２）ＡＤＩ、バーティカル・ジャイロ系統

作動試験を実施したところ、正常に作動することが確認された。

ＡＤＩ、バーティカル・ジャイロ及びフライト・インストルメント・アンプ 

について、計器及び部品単体の機能試験を実施したところ、正常であることが 

確認された。

（３）各コンパス系統

ＨＳＩ及びＲＭＩのコンパス・カードの指示について、下地島空港の滑走路 

を利用して作動試験を実施したところ、正常であることが確認された。

2.11.1.3　燃料系統

フューエル・ブースター・ポンプを作動させ、燃料の流れをエンジンのフィル 

ター・ドレイン部で点検したところ、両エンジンについて、燃料が正常に供給さ 

れることが確認された。

2.11.1.4　油圧系統

事故時にＮｏ．１スラット・アクチュエータのプレッシャー側パイプが破損し、 

ハイドロ油が漏えいしていたので、この部分を盲栓して油圧系統の点検を実施し 

たが、圧力値は正常で、他の部分にリーク等の不具合は認められなかった。

上記破損は、事故時、左翼が破損するのに伴って生じたものと判断される。

2.11.1.5　着陸装置系統

（１）ノーズ・ホィール・ステアリング系統

ステアリング・ハンドル及びラダーによる作動試験を実施したところ、ステ 

アリングが一部リミットを超えて作動することが判明したが、これは事故の原 

因に関係するものではなく、全体として異常なく作動することが確認された。

ノーズ・ステアリング・メタリング・バルブについて、部品単体の機能試験



を実施したところ、フィルターが一部ゴミで閉塞している等の不具合が発見さ 

れたが、システムの機能に異常をきたすものとは認められなかった。

（２）タイヤ

外観等から不具合は認められなかった。

（３）ブレーキ系統

ブレーキ・ラインにリークの徴候はなく、ジャッキ・アップして制動試験を 

実施したところ、正常に作動することが確認された。

（４）アンチスキッド系統

アンチスキッドについて、インジケーション・モニター・ファンクション及 

びコントロール・シールドの点検を実施したが、正常であった。

2.11.1.6　エンジン系統

（１）Ｎｏ．２エンジン

操縦教員がＮｏ．１エンジンをアイドルにした際、当該機が離陸上昇するため 

に推力を発生していたＮｏ．２エンジンについては試運転が可能な状態であった 

ので、台上運転を実施した。この結果、Ｎｏ．２エンジンは定格の推力を発生す 

ることが確認された。

（２）Ｎｏ．１エンジン

Ｎｏ．１エンジンのカウリングは接地しており、Ｎｏ．１エンジンを試運転する 

ことは適当でないと認められたので分解調査のみを実施したが、回転部分に拘 

束はなく、事故発生までにＮｏ．１エンジンに不具合があったことを推測させる 

ような事項は特に認められなかった。

（３）スラスト・リバーサ系統

スラスト・リバーサの作動試験を実施したところ、正常に作動することが確 

認された。

スラスト・リバーサ・トランジット・ライト（注意灯）が点灯のままの状態で 

あったが、事故時の衝撃によりセンサー部に不具合をきたしたものと推定され 

る。

（４）ＥＰＲ指示計系統

エンジンの出力を知るための主要計器であるＥＰＲ指示計の系統について作 

動試験を実施したところ、正常であることが確認された。

ＥＰＲ指示計及びそのトランスミッターについて、系統及び部品単体として 

機能試験を実施したところ、正常であった。



2.11.2　離陸距離の検討

事故時に対応する下記の条件での同型機のＶ1後、一発動機不作動の場合の離陸 

距離を計算から求めたところ、以下のような結果を得た。

向かい風成分 スタート地点からの距離（単位：メートル）

（単位：ノット） ～Ｖ1 ～ＶR ～lift off ～３５フィート

０ ８６０ ９００ １，１０５ １，４５０

５ ７９５ ８３０ １，０４０ １，３８５

１０ ７３０ ７６５ ９７５ １，３２０

離陸時重量 ９３，８００ポンド フラップ ５度

離陸ＥＰＲ ２．０５ 滑走路標高 ２５フィート

滑走路勾配 ０パーセント ＱＮＨ ２９．７８インチ/水銀柱

気温 ２６度Ｃ Ｖ1 １２４ノット

ＶR １２６ノット Ｖ2 １３２ノット

2.11.3　滑走路等に残された痕跡に関する調査

滑走路等には、機体が横すべりして滑走したことによるタイヤ痕及び機体の各部 

が接触したことにより生じた痕跡が残されていた。特に滑走路１７の１，０５０メ 

ートル付近には、同機左主脚の左側タイヤ痕及び左主翼の翼端が接触したことによ 

る痕跡が明瞭に残されていた。この痕跡から、同地点を事故機が通過したときの機 

首方位を算定したところ１４５度～１４０度の範囲であったと推定される。

付図５の滑走路上の事故機の痕跡及び推定飛行経路図を参照。

2.11.4　シミュレータを用いた調査

レディヒュージョン式Ｂ７３７－２００型第１種フェイズ２シミュレータ（航空 

局認定番号空検第８６０号、認定日付昭和６１年８月２１日）を用いて、速度がＶ1 

に達した後に、風上側の一発動機が故障した場合の訓練の安全性に関し、調査を実 

施した。

この調査の結果、横風限界までの範囲において、同訓練を実施する場合の安全性 

について、運動性能上基本的に問題は認められず、また、操縦教員が操縦を交替す 

る場合の遅れがリカバリィの成否に大きな影響を与えるとの所見を得た。

2.11.5　マイクロ・バーストの存在の可能性に関する調査



当日、宮古島地方は東よりの風がやや強く積雲が発達していた。宮古島地方気象 

台の０９時００分及び１２時００分のレーダー観測では、下地島付近上空の積雲は 

雲頂２～３．５キロメートル、強さは弱であった。事故時に下地島空港上空に積雲が 

存在したかどうかを示すレーダー記録はないが、降雨計の記録では、１０時２８分 

に２．５ミリメートルの降雨があっただけで１３時００分までは降雨の記録がなく、 

宮古島地方気象台及び同気象台下地島空港出張所の風、気温（露点温度）及び雨量の 

記録には、マイクロ・バーストの存在を示す形跡はなかった。なお、事故の前後に 

は複数のジェット旅客機が離陸及びタッチ・アンド・ゴーの訓練を実施していたが、 

これらを運航していた乗務員も、当時の気象が訓練の実施に不安を感じさせるもの 

ではなかった趣旨の口述を行っている。

2.11.6　練習生Ａの訓練内容等についての調査

練習生Ａは、昭和６１年３月に航空大学校を卒業後、同年４月に全日空に入社し、 

以後、昭和６２年３月まで東京空港支店で地上勤務をしていた。昭和６２年３月に 

航務本部乗員訓練センターに配置替えとなるとともに、操縦士練習生に発令された。

昭和６２年４月よりＹＳ－１１型機の副操縦士昇格訓練に入ったが、この間の座 

学訓練期間中の昭和６２年５月から、病気のため訓練を中止した。その後十分に回 

復したので、昭和６３年１月～２月に同訓練センター熊本訓練所において、リフレ 

ッシュ訓練としてセスナ式Ｔ－３０３型機による飛行訓練１５時間を受けた後、昭 

和６３年２月から、今度はボーイング式７３７型機の副操縦士昇格訓練に入ったも 

のである。昭和６３年２月以降の訓練実施の日程及び内容は、次のとおりであった。

２月１８日～１９日 ＹＳ－１１副操縦士昇格訓練時のベーシック座学訓

練の残り１３時間

２月２６日～３月２３日 Ｂ－７３７の座学１１２時間

４月１日～９日 コックピット訓練６回、２０時間

４月１１日～５月１５日 シミュレータ訓練１６回、３４時間２０分

５月２５日～ 実機訓練４回、４時間２５分

実機による訓練は全体で１３回、１７時間が予定さ 

れていた。

練習生Ａがシミュレータ訓練を受けたときに訓練教育規定に指定されていた横風条 

件及び実機訓練を受けたときの横風条件について、調査の結果を以下に示す。



シミュレータ訓練実施時の横風成分

月日 風向(度) 風速(kt) 使用滑走路 横風成分(kt) E/G Fail Aft V1(回)

4月15日 0 0 17or35 0

4月17日 0 0 17or35 0

4月18日 150 10 17 4.6

4月20日 0 0 17or35 0 1

4月21日 0 0 17or35 0 1

4月24日 170 10 17 0

4月28日 340 10 35 1.3 1

4月29日 330 10 35 3.0 2

5月1日 360 5 35 1.0 1

5月2日 190 10 17 3.7 1

5月5日 020 10 35 5.2 2

5月6日 020 10 35 5.2 2

5月7日 150 15 17 4.6 1

5月9日 0 0 17or35 0 1

5月11日 160 10 17 1.3 1

5月12日 160 10 17 1.3 1

5月14日 360 10 35 2.0 1

実機訓練実施時の横風成分

月日 風向(度) 風速(kt) 使用滑走路 横風成分(kt) E/G Fail Aft V1(回)

5月24日 120 6 17 4.5

5月25日 200 11 17 5.7

5月27日 240 10 17 9.4 1

5月28日 350 6 35 0 1

5月30日

(事故当日)

100 20 17 18.8 1



３　事実を認定した理由

３．１　解析

3.1.1　操縦教員（機長）及び練習生は、適法な資格を有し、所定の航空身体検査に合 

格していた。

3.1.2　ＪＡ８４５５は有効な耐空証明を有し、所定の整備及び点検が行われていた。

3.1.3　同機は離陸の際、タワーから風向１００度、風速２０ノットとの情報を受け 

ているが、これは直前２分間の平均的情報を伝えるものであり、離陸時の瞬間風向 

風速計の記録では、変動の幅は風向については８０～１２０度、風速については２０ 

～２８ノット程度であった。

2.11.4項に述べたシミュレータを用いた調査の結果、ボーイング式７３７－２０ 

０型機は、横風限界までの範囲において、風上側の一発動機模擬故障訓練を行って 

も運動性能上基本的に問題がないとの所見が得られており、事故時の横風は、的確 

な操縦を前提とすれば、運航の安全に直接影響を与える性質のものではなかったも 

のと推定される。

3.1.4　滑走路に残された痕跡、乗員の口述及びＦＤＲ等の記録を総合すると、同機 

はローテイションの操作により機体がピッチ・アップして前輪のサイド・フォース 

が失われたころから、急激に左に回頭を始めたものと考えられる。

滑走路１７の９２０メートル付近の両主車輪タイヤ痕跡は、機体が左に回頭しつ 

つも慣性で直進の傾向を示したため残されたものであると推定されるが、その後、右 

主車輪のタイヤ痕跡が消えており、機体が左にロールしたことを示している。滑走 

路１７の１，０５０メートル付近には、機体が更に左にロールを深めて左翼端が接地 

したものと認められる痕跡が残されているが、この地点における機首方位は2.11.3 

項に述べたとおり１４５～１４０度の範囲であったと推定されている。このことか 

ら、機体が左に回頭しながら左へのロールを深める運動をしていたとが推定される。

両主車輪タイヤ痕跡の始まりから左翼端の接地痕跡までの所要時間は、機体の対 

気速度がほぼローテイション・スピードであったと仮定すると、２～３秒間であっ 

たと計算され、このことは、ＦＤＲの記録において機体が突然左に急激に回頭を始 

めたことと一致している。



3.1.5　練習生Ａにとっては同型機が経験する初めてのジェット旅客機であり、同型 

機については、本事故の離陸に先だってシミュレータで１６回、計３４時間２０分、 

実機で４回、計４時間２５分、合計２０回、３８時間４５分の飛行訓練を受けている。

しかしながら、これらの飛行訓練の間の離陸及びタッチ・アンド・ゴーにおいて 

経験した横風成分は、基本的にシミュレータで５ノット程度、実機で１０ノット程 

度にすぎない。

したがって、それまで経験した横風よりはるかに強い横風（２０～２８ノット）に 

対応する操作に加えて、ローテイション及びＮｏ．１エンジンがアイドルにされたこ 

とによるアンバランスな推力に対応するための操作を行わなければならなかった事 

故発生時の状況は、練習生Ａにとり、困難なものであったと考えられる。

3.1.6　機体が左への急激な回頭を始めたことは、強い横風下で、横風に対応する十 

分な訓練を受けていなかった練習生Ａの操舵が的確でなかったことによるものと推 

定される。離陸滑走の初期に、操縦教員が練習生Ａに横風に対応してエルロンをと 

るように注意していることから、強い横風下の離陸滑走に不慣れな練習生Ａが機速 

が増加してからもエルロンを必要以上にとり、ラダーの使用が不足であったため、 

ローテイション前から機体が空力的に不均衡な状態にあった等々の可能性が考えら 

れる。

しかしながら、ＦＤＲのパラメタの数が少ない等の制約から、これらを明らかに

することはできなかった。また、機体の左への急激な回頭は、後退翼機の特性から 

左へのロール運動を誘起するものと考えられる。

事故時に航空機の離着陸の安全に大きな影響を及ぼすマイクロ・バーストの存在 

を示す形跡はなかったが、強い横風が滑走路１７の左側から吹いていたことから地 

形の影響を受け、大気の状態がやや乱れていたことの可能性が考えられ、これが、 

強い横風下の離陸に不慣れであった練習生が操縦する航空機の事故の発生に関与し 

たことが考えられる。

3.1.7　右席の操縦教員が操縦を交替してからの回復操作は、左翼端が接地するまで 

の時間が極めて短かったので、機体の運動に効果的な影響を与えることができなか 

ったことが考えられる。

なお、左翼端等が接地した後は、接地による抗力の機体運動に与える影響が操縦 

教員の回復操作による効果を相殺したことが考えられる。



４　原因

本事故の原因は、強い横風下で、離陸時に速度がＶ1に達した後の一発動機模擬故 

障訓練が行われた際、横風に対応する十分な訓練を受けていなかった練習生Ａの操舵 

が的確でなかったため、機体が左に急激に回頭し次いで左にロールして、左翼端等を 

接地するに至ったことによるものと推定される。操縦教員の回復操作は、左翼端等が 

接地するまでの間が極めて短時間であったので、機体の運動に効果的な影響を与えな 

かったことが考えられる。

５　所見

シミュレータは、ビジュアルの機能を備え、最近の進歩は著しいものがある。

最新の技術を適用したシミュレータを使用することにより、強い横風、あるいは低 

視程等の悪条件を容易に設定して、訓練を行うことが可能となる。

したがって、乗員の訓練に当たっては、この特性を生かしてシミュレータを活用す 

ることが極めて有効である。

このことを含め、現行の訓練の実施について、安全確保につき従前以上の改善を図 

る観点からきめの細かい見直しを実施する必要がある。

６　参考事項

全日空は、事故後、各種教官会議等を経て、昭和６３年７月に以下の内容の再発防 

止対策をとりまとめている。

1.緊急再発防止対策

全型式全教官操縦士に対して『ＥＮＧＩＮＥ　ＦＡＩＬＵＲＥ　ＡＦＴＥＲ

Ｖ１』の訓練時の安全確保についての注意喚起及びＢ３教官操縦士に対し 

『ＥＮＧＩＮＥ　ＦＡＩＬＵＲＥ　ＡＦＴＥＲ　Ｖ１』に関する実施要領、 

関連事項の再確認を実施する。

2.短期再発防止対策



実績での『ＥＮＧＩＮＥ　ＦＡＩＬＵＲＥ　ＡＦＴＥＲ　Ｖ１』の訓練シラ 

バスの変更について検討した結果、Ｂ７３７とＹＳ－１１については、今後訓練 

開始レッスンを多少後半に移動させるよう検討する。

又、ＳＩＭＵＬＡＴＯＲについては全機種『ＥＮＧＩＮＥ　ＦＡＩＬＵＲＥ 

ＡＦＴＥＲ　Ｖ１』訓練で強い横風を体験させるようシラバスを変更する。

『ＥＮＧＩＮＥ　ＦＡＩＬＵＲＥ　ＡＦＴＥＲ　Ｖ１』訓練方法についても 

基本方針、操作要領及び諸注意を設定する。

3.長期再発防止対策

訓練全般に亘る基本方針を設定し規程体系化を計る。又、対策設定後それらを 

教官研修及び任用訓練に反映させる。
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付図４

ＦＤＲ解析記録



滑走路上の事故機痕跡及び推定飛行経路図



付図５



付録１
ＣＶＲ等記録











付録２

１．同型式機の同社運行規定及び飛行機運用規定には、離陸及び着陸について横風 

限界を次のように示している。



２．同型式機の同社トレーニング・マニアルには横風下の離陸について次のよう 

に示している。（抜すい）



３．同型式機の同社飛行機運用規定には離陸決心速度以降での発動機故障につい 

て次のように示している。



４．同型式機の同社トレーニング・マニアル、マノーバー編副読本には離陸決心速 

度以降での発動機故障について次のように示している。（抜すい）


